〔要　求〕

	９．労働安全衛生関係について

（１）労働安全衛生法を順守し、安全委員会および衛生委員会の会議を原則月１回以上、定期的に開催すること。

（２）改正労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度の義務化にあたっては、以下のとおり講じること。

①　50人未満の事業場を含めたすべての事業場において実施すること。また、結果の集団集計・分析を行ったうえで職場環境改善を講じ、高ストレス者の未然防止につなげること。

②　必要な予算の措置・人員を確保すること。

③　労働者に対して、学習会の開催や掲示板などを活用してストレスチェック制度の周知徹底をはかること。

④　とくに、ストレスチェックの実施者、実施事務従事者には、労働安全衛生法による守秘義務（第104条）が課せられている（違反した場合６ヵ月以下の懲役または50万円以下の罰金：第119条１号）ことの説明や、ストレスチェック制度の適切な運用を徹底するために、教育研修を実施すること。

⑤　制度の設計にあたっては、就業上の措置など労働条件に関わることから、組合との十分な交渉・協議に基づくこと。

⑥　メンタルヘルス不調の早期発見や未然防止にとどまらず、各種相談窓口の充実や職場復帰支援プログラム、過重労働対策やハラスメント対策など、総合的なメンタルヘルス対策を講じること。


〔解　説〕

（１）2014年改正労働安全衛生法により、従業員50人以上の事業場においてストレスチェック（労働者の心理的な負担の程度を把握するための検査）が義務化され、2015年12月１日から施行となり2016年11月中の実施が義務付けされています。

　　　ストレスチェック制度はメンタルヘルス不調の未然防止の段階である一次予防を強化するため、定期的に労働者のストレスの状況について検査を行い、本人にその結果を通知して自らのストレスの状況について気付きを促すとともに、個々の労働者のストレス要因を評価し、職場環境の改善につなげることで、ストレスの要因そのものを低減するよう努めることを事業者に義務付けるものです。地方公務員についても労働安全衛生法の適用があり、今回のストレスチェック制度についても実施対象となります。

（２）ストレスチェックおよび面接指導の費用については、法律で事業者に義務を課しているため、当然に事業者が負担すべきものとされています。

　　　また、ストレスチェックや面接指導を受けるのに要した時間の賃金は、法令上とくに規定はなく、労使協議で決めることになりますが、労働者の健康の確保は事業の円滑な運営の不可欠な条件であることから、賃金を支払うことが望ましいとされています。
　　　なお、自治体におけるストレスチェックの実施にあたって総務省公務員部長と公務労協地公部会との2016春闘段階での交渉で「ストレスチェックの実施に要する経費については、各地方団体の標準的な財政需要となるため、事業場の規模に関わらず普通交付税による措置を講じることとしている」との回答を引き出しています。
（３）現在、メンタルヘルスの課題はどの自治体でも抱える課題です。労働組合として、メンタルヘルス対策を当局へ求めても、実効性がある施策はとられていないのが実態です。人員確保と適正な職場配置の取り組みとあわせて、今回の労働安全衛生法の改正を遵守させることが必要です。ただ、産業医が確保できないなどの理由で安全衛生委員会が未設置の自治体や設置していても開催されていない自治体も数多くあり、様々な障壁があるのも事実です。総務省の2015年３月調査によると、自治体における安全衛生委員会の設置率は安全委員会が99.7％、衛生委員会が94.4％となっており、設置率だけを見れば高い水準となっていますが、活動状況については「全く開催されていない」または「年１回程度の開催」がほとんどであり、形骸化しています。ストレスチェック制度の導入を契機として、具体的に安全衛生委員会を実施する体制を求めます。
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